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（2017）年 3 月に告示され、いずれも平成 30（2018）年 4 月に施行された。3 つの指針･要
領が同時に告示･施行されたのは今回が初めてである。本稿では同時告示･施行に至った背
景にはどのような経緯があったのか、今後何を期待するのか、探ることを目的とする。 
 本稿の全体構成は以下の通りである。第 1 章で保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保
連携型認定こども園教育･保育要領について近年の改訂の経緯を概括する。第 2 章で主な
改訂のポイントとして「共通化」「カリキュラム･マネジメント」「3 歳未満児保育の充実」










 昭和 40（1965）年、平成 2（1990）年、平成 11（1999）年の保育所保育指針はいずれも
厚生省児童家庭局長（当時）による「通知」としてきた。3 歳以上の子どもの教育は幼稚園
教育要領に準じるとする考えも示してきた。従って保育所保育指針の改訂は幼稚園教育要




 平成 29（2017）年 3 月告示、平成 30（2018）年 4 月施行の保育所保育指針は、後に述べ
るように 3 歳以上の子どもの教育においては幼児期に培うべき資質･能力の考え方や幼児
                                                   
1 こども教育学部こども教育学科  
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 幼稚園教育要領は幼稚園教育の基本を示すものとして昭和 31（1956）年、昭和 39（1964）
年、平成元（1989）年、平成 10（1998）年、平成 20（2008）年に告示･実施してきた。こ
の間、平成元年の改訂では、それまで「健康」「社会」「自然」「言語」「音楽リズム」



















法律」の施行に伴い、平成 18（2006）年 10 月に発足した。平成 19（2007）年は 94 園であ




平成 27（2015）年 4 月には子ども･子育て支援制度の本格実施に伴い、上記法律の大幅
な改定が行われ新たな制度の｢認定こども園｣が誕生した。平成 30（2018）年 4 月現在 6,160
園を数える。うち 71.5％は幼保連携型認定こども園である。平成 29（2017）年度の保育所
総数は約 2 万 2 千（認定こども園等を含んで 27,301）、平成 30（2018）年の幼稚園は 10,474
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園であり、認定こども園は 15.9％を占めるまでになった。今後も保･幼からの移行は進む
と考えられる。 
平成 26（2014）年 4 月、初めてとなる「幼保連携型認定こども園教育･保育要領」が内
閣府、文部科学省、厚生労働省連名で告示された。内容は幼稚園教育要領、保育所保育指
針を踏まえたものであった。これも、新たな保育所保育指針･幼稚園教育要領の改訂と連動
させて改訂を行い、平成 29（2017）年 3 月告示、平成 30（2018）年 4 月施行した。 
以上、近年において概ね 10 年ごとに保育所保育指針、幼稚園教育要領、幼保連携型認定
こども園教育･保育要領の改訂が行われた。これを図示すると以下の通りである（図１）。 




2.1 幼児教育の 5 領域のねらい、内容、内容の取り扱い 






込まれる幼児教育の無償化計画（平成 31 年 10 月もしくは 32 年 4 月実施）、引き続き検討
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児（0 歳児）の「３視点」と 1･2 歳





らい 3 項目」「内容 5 項目」「内容の取り扱い 2 項目」をあげて乳児（0 歳児）保育の充





視点で 1 歳以上 3 歳未満児の      （図６）1･2 歳児保育の領域  
独自のねらいと内容、内容の取り扱いを掲げた。各領域「ねらい 3 項目」、「内容 6～7 項






人文科学･社会科学編 第 2号 2019 
田口  鉄久，保育所保育指針、幼稚園教育要領等の改訂から読み取るこれからの幼児教育の方向性 
また、3 歳未満児の保育需要の高まりも背景にある。0 歳児において保育所等利用率が
2006 年 8.7％であったものが、2016 年に 15.8％になっている。1･2 歳児は 2006 年の利用
率が 28.9％であったものが、2016 年に 46.6％となっている。  
併せて、少子化の克服をめざし、安心して子どもを生み育てることのできる社会づくり、
女性の活躍する社会づくりにもつながる視点である。  
今回の改訂では 3 歳未満児保育重視の視点が改めて強調された。  
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前 5 歳児 1 年間、小学校 1 年生 1 年間を接続期としたこと、学びの芽（学びの土台となる
力）として 6 項目「ことば、かず、からだ、しぜん、やくそく、つながり」を抽出し、重
点カテゴリとしたこと、幼児教育の内容としての上記 6 項目は小学校教科「国語、算数、 
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 体育、生活、道徳、特活･生活･外国語」の内容につながるとしたことである（図８）。 
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